神経経済学の進展と視座：衝動性をめぐる心理臨床・エネルギー政策・組織経営への応用と視座 by 麦島 剛
【1】ミクロ経済学から行動経済学、そして神
　　経経済学へ
　Paul Robertsは、2014年 に上梓した著書 “The 
Impulse Society : America in the age of instant 
gratiﬁcation” の中で、市場資本主義の不全の本質を
衝動性に置き、今日の米国社会は衝動社会 (impulse 
society) であると主張した上で、金融工学の破綻や高
額医療制度などの具体例を通じて社会に対する警鐘を
鳴らした (Roberts, 2014) 。市場は、すぐに得られる
利益を優先し、将来得られるかもしれないもっと大き
な利益は市場原理により切り捨てられる。その結果、
製造業を金融業界（ヘッジファンド等）が支配し、必
要性の度合に拘わらず消費者が短期的に欲する財が市
場を席捲する（Roberts, 2014）。確かに日本国内でも、
過去20年ほどのほぼ一貫した新自由主義政策に基づ
く規制緩和により、2005年前後に国内外のファンド
が名立たる有力企業（阪急電鉄、阪神電気鉄道、フジ
テレビ等）や老舗製造会社等に対するTOB（take-over
 bid；株式公開買い付け）等の手段により次々と企業
買収を狙うことが常態化した。例えば2007年、ブルド
ックソース（“ドック”であって“ドッグ”ではない）に対
して米国のsteel partners（“steel”であって“steal”
ではない）が敵対的TOBによる企業買収を仕掛け、
これに対してブルドックソースがポイズンピルで対抗
し、これを裁判所が合法だと認め、同社は乗っ取りを
防止できた例がある（読売新聞2007年７月10日）。
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　ミクロ経済学およびそれを含む標準的経済学では、個人および企業は常に合理的行動（最大利得のため
の振舞い）をとることが大前提となる。一方、行動経済学は、人間および動物の行動には最大利得に向か
わないバイアスがあることと、生産消費行動の基盤になる価値が必ずしも金銭的・経済的価値だけで規定
されるものではないことを示し、経済学的法則性には心理学的要因が強く関与することを示した。心理学
的現象は神経メカニズムとの関係が示唆され、その解明が進展しており、経済学的行動もその神経基盤の
解明が始まった。神経経済学は、神経科学と経済学および心理学とを結びつけた領域であり、不確実な状
況での選択行動や意思決定等に関する神経機構を検討する分野である。神経経済学は、応用的分野の理論
的基盤を築く可能性を持ち、また応用的分野に視座を与える可能性がある。例えば、発達障害に対する心
理臨床的援助に対して、衝動的選択の頻度を減らしてセルフコントロール選択の頻度を増やすための応用
行動分析に活用できるであろう。エネルギー政策・環境政策の策定に対しては、超長期利得とそれよりは
短い中長期的利得との間で合理的に比較検討する視座を与えるであろう。また、企業等の組織経営や労働
政策の策定に対しては、仕事の意味づけ等の価値と金銭的価値とを合理的に比較検討する視座を与えるで
あろう。
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　　　　　　放射性廃棄物、仕事の意味づけ
寝耳に水のTOB に際し、ブルドックソースの社長（平
社員からたたき上げた女性）が記者会見の場で「ソー
スの味はソースを造る者にしか分からない」と訴えか
けたのが鮮烈な印象を与えた。
　Roberts (2014)は、衝動による市場の席捲がとく
に顕著なのは医療分野であるという。米国には国民皆
保険制度が存在しないことも相まって、高所得者をタ
ーゲットとした先端医療技術や新薬に対して桁外れの
価格が設定されて、「命の値段」の所得格差が拡大し
ている。日本国内でも、規制緩和政策の重点の一つと
して、保険診療と自由診療の壁を取り払う、いわゆる
混合医療が推進されていることがこの流れに沿うであ
ろう。さらに著者は、近年の神経経済学的研究の結果
と考察を豊富に紹介して、異時点間の価値の選択（つ
まり遅延価値割引事態における選択）の難しさを説く。
目先の利益に対して強く反応する大脳辺縁系が衝動社
会によって刺激され続けると、大脳皮質前頭前野によ
る理性的判断が退けられる。このようにして、即座の
欲望に基づく社会経済システムは将来の大きい利益を
獲得・蓄積できず、社会が自己破壊に向かっていると
警告する。
　経済学 (economics) は、ある有限の資源を異なる有
限な資源へと交換する際の合理的判断の法則性を求め
る学術であるといえる。判断には無数の可能性があり、
その中から合理性に基づき選択するのが経済活動であ
る点で、経済学は選択の科学ということができる。
　Adam Smithをはじめとする古典派経済学者により
労働価値説に基づく価格決定が議論され、自由放任を
土台とする市場原理の理論が確立した。その後、市場
における価格決定は労働価値ではなく効用価値に基づ
くとする限界革命を経て、自由放任主義の市場経済理
論が新古典派経済学に継承された。一方、自由放任主
義の不備がKarl Marxや近代経済学者たちにより指摘
された。
　経済学はその分析の目的と手法の違いから、ミクロ
経済学とマクロ経済学に分けられる。主に経済全体の
動向を説明することを目的とするマクロ経済学に対し
て、ミクロ経済学では、消費者や企業などの個々の経
済主体の行動を分析することによって、経済をミクロ
的視点から説明するという手法がとられる（武隈, 
1999）。
　経済学における効用とは、ある個人が特定の財を購
入し、それを消費することによって得られる満足のこ
とをいい、効用の大きさは金額で表示することが可能
であるとされる。
　通常の財ならば、消費量が増えると個人の効用は増
加する。効用の増加率（財の消費量が１単位増えたと
きの効用の増分）は限界効用と呼ばれる。ここでは個
人の満足の程度は貨幣を基準に測ることができ、すな
わち効用の大きさは金額で表示することが可能である
ものとする。消費量と価格との関係は限界効用の概念
で説明することができる。個人は、常に効用を最大値
にするよう合理的に消費行動をとるので、効用以上の
単価ではその財を消費することはない。財の価値は表
肥料の増加に伴って漸減し、その結果、消費量と価格
との関係は、直角型双曲線で表され、これはマーシャ
ル型需要曲線とよばれる（武隈, 1999）。
　ミクロ経済学およびそれを含む標準的経済学では、
上述の通り、個人および企業は常に合理的行動（最大
利得のための振舞い）をとることが大前提となる。新
古典派経済学のWalrasが大前提としたのは、第一に
市場が参入・退出自由な完全競争的市場であること、
第二に市場に関するすべての情報が等しく行為者に提
供されていること、そして第三に行為者が合理的であ
ること、の三つであり、とくに第三の前提については
経済学では永らく議論されることもなかった（古山, 
2008）。
　しかし、行動は必ずしも効用最大化に関して「合理
的」とはいえない。行動にはバイアスがかかっている
ので、このバイアスが従来のミクロ経済理論のみでは
説明しきれない現象を生むことになる。行動経済学 
(behavioral economics)は、心理学の知見を導入する
ことで、個人の合理的な選択に疑問がもたれる現象を
明らかにし、その重要性を経済学者に認めさせてきた
（岩本, 2009）。
　行動経済学は、1970年代にKahnemanとTversky
が創始し（古山, 2008）、彼らが発展させた経済心理
学と、ここ二十数年の間に急速に発展してきた実験経
済学の中から生まれた。それは、一つの学問分野とい
うよりも、標準的経済学で長い間仮定されてきた人間
像、すなわち合理的経済人（homo economicus）の
想定を外し、人間の選択行動のリアルなあり方とその
経済学への含意を探求する経済学研究のアプローチと
もいうべきものである（瀧澤, 2010）。
　KahnemanとTverskyは、効用理論と意思決定の諸
知見を統合し、プロスペクト理論を提唱した（Kahneman 
& Tversky, 1979）。プロスペクト理論において、利
得（負の場合は損失）と価値との間には、利得が正の
場合は凹関数、負の場合は凸関数の関係がある（図１） 
(竹村, 2006）。つまり、人間（もしくはそれを含む動物）
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は利益よりも損失のほうに敏感であることを示しており、
この傾向を損失嫌悪 (loss aversion) という（Kahneman
 & Tversky, 1979）。これは、標準的経済学で想定で
きていなかった認知的バイアスの典型例である（柴田
, 2013）。損失嫌悪が関与する経済現象として、ファ
イナンス分野の株式プレミアムの問題が挙げられる。
株式市場の価格変動は債券市場の価格変動よりも大き
いので、同じ収益が期待できる場合は一般的に債券投
資のほうが好まれる（竹村, 2015）。
　行動経済学には、これを支える心理学に関する態度
の違いにより２つの流派がある（瀧澤, 2010）。一つ
は素朴心理学的概念指向の流派（瀧澤の用語では「合
理主義的立場」）であり、もう一つは消去主義的唯物
論指向の流派（同「自然主義的立場」）である。
　ここで、素朴心理学についての心の哲学（philosophy
 of mind）について概観することにする。素朴心理学
（folk psychology）とは、われわれ一般が持つ、「人
間の行為は、信念や欲求といった心的状態が因果的に
相互作用して（原因となり）生じる」と考える過程の
ことをいう。もし、ある個人が極めて奇妙な欲求や奇
怪な信念を持っていたとしたら、他人はその人を理解
できないだろう。素朴心理学が前提するそのような心
的状態の単位は、Bertrand Russellが提唱した命題的
態度 (propositional attitudes) であり、事態や事実を
表す命題とそれに対する態度の組み合わせによって表
現される（柴田, 2009）。素朴心理学が理論の一つで
ある以上、正しいとはいえない可能性もある。消去主
義的唯物論は、学術における理論が発達してきた過程
に基づき、素朴心理学は科学史上の暫定的で間違った
概念であり、脳についての理解が深まった際には捨て
去られるべきであるとする（柴田, 2003）。消去法的
唯物論者の代表はChurchlandらであるが、Skinner
の徹底的行動主義やBenettの行動主義もこれに準ずる
と考えられている。現在、包括的に素朴心理学に代替
する理論は存在しないが、その候補として、コネクシ
ョニズム的心理学がある（柴田, 2003）。
　行動経済学における２つの流派のうち、素朴心理学
的概念指向の流派は、バイアスは、１）信念の形成に
関する不完全性から生じるとするか、あるいは、２）
利己的なモデルでは想定されていなかった利他的態度
（協力や共感や自己犠牲など）などの信念・選好によ
り生じるとする。一方、消去主義的唯物論指向の流派
は、環境と行動との直接的関係から実証する手続きを
とる。例えばAriely, Loewenstein, &Prelec (2003) 
の需要と供給に関する実験、Ariely & Wertenbroch 
(2003) のセルフコントロールの実験等が挙げられる。
また、Skinnnerの徹底的行動主義、環境主義に基づ
く行動分析学的理論を基盤にして、多くの心理学者が
選択行動を中心とした検討を行っている。従ってこれ
らの人々も消去主義的唯物論指向であるといえる。こ
の流れは、VIVI並立スケジュール事態でのハトのオペ
ラント行動の検討によるHernsteinの対応法則の研究
に端を発し（Hernstein, 1964）、Harsh, Baum, Raclhin
等が選択行動の理論を構築してきた（恒松, 1999;坂
上, 2002;  Meisur, 2006）。
　以上のような行動経済学の知見は、経済行為（つま
り選択行動）の基盤となる心理学的知見であるといえ
る。心理学的知見は、近年の神経科学の進展によりそ
の神経メカニズムが解明されつつある。上述のように、
経済学的現象および法則性に心理学的要因が大きく関
与することが分かった現在、これが神経科学的要因の
追究へと深まる方向性が生じるのは不自然ではない。
このように発展したのが神経経済学である。つまり、
神経経済学は、神経科学と経済学および心理学とを結
びつけた領域であり、不確実な状況下や社会状況など
の様々な環境での意思決定や選択における脳機能を検
討する（Bickel et al., 2007）分野である。
　神経経済学の技法としては、fMRI(functional magnetic 
resonance imagiong; 機能的磁気共鳴画像法やPET
(positron emission tomogruphy; 陽電子放出断層撮影
法）のような脳画像技術が相対的に活性が高まった脳
領域を特定するのに有用であり、意思決定課題に用い
られる脳の特定部位を推測するのに役立つ（Bickel 
etal., 2007）。画像解析以外には、事象関連電位を指
標に用いた検討もある（松田他, 2013）。さらに、マウ
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図1　プロスペクト理論における価値関数
　　　（竹村, 2006より転載）
　　　 横軸は利得（損失）の程度を、縦軸は価値の
　　　 程度を表す。
損失 利得
スの選択行動に対する中枢刺激薬投与効果を通して衝
動的選択の遅延価値割引とその神経基盤を検討した一
連の研究がある（麦島他; 2011; 小山他; 2011; 久保
他; 2011, 林 他, 2012; 麦 島 他, 2013; 麦 島 他, 
2014; Kubo et al., 2014; 久保他, 2015）。
　神経経済学は、経済活動における心理学的要因を神
経機構に求める点で、行動経済学における２つの流派
のうち、自ずと消去主義的唯物論指向の流派であると
いえる。ただし、素朴心理学的概念指向の理論の脳内
所在を求める研究も盛んである。しかし安易な結びつ
けは素朴心理学概念を温存させたままそれを神経科学
用語に置き換えただけとなる可能性があり、その場合
は消去主義的態度であるとは考えにくい。また、安易
な結びつけによって科学的心理学への統一が完成した
ように見える危険性も孕んでいることには細心の注意
が必要である。
　Camerer et al. (2005) は、神経経済学の対象と標
準的経済学の対象の相違として、神経メカニズムが持
つ２つのプロセスと心理学的メカニズムとしての認知
と情動の２つを用いて説明している（表１）。標準的
経済学は、制御プロセスの認知面のみを対象とするの
に対し、神経経済学はその他の３領域を含めた全体を
対象にしている。この結果、行動経済学が明らかにし
た心理学的メカニズムを神経メカニズムとして説明が
可能となる。
【2】遅延価値割引
　神経経済学が解き明かす範囲は広がりつつある。こ
の中で、遅延割引に関する研究は、つぎのような点で
本質的であろうと考えられる。1）行動分析学の基盤と
手法による一貫的で体系的な心理学理論に依拠するこ
と。2）衝動性およびセルフコントロールの神経科学が
依存症や発達障害などの臨床心理学的・精神医学的ニ
ーズにより解明が進む分野であること。3）経済学理論
および経済政策にとって価値割引がもつ意味が大きい
こと。
　遅延価値割引は、「遅延ののちの大きい（Later-Lager
; LL）報酬（遅延大報酬）」と「即時で小さい（Sooner
-Smaller; SS）報酬（即時小報酬）」のどちらを選択
するかによって時間と報酬量の２つの価値観の関係を
検討できるパラダイムである。この選択のうち、遅延
大報酬選択は自己制御された選択とされ、即時小報酬
選択は衝動的選択とされる。最近、このパラダイムを
用いた衝動性研究が盛んになりつつある。
　この遅延価値割引の数理モデルとしてよく知られ、
最もよく適合すると考えられるのが双曲モデルであ
る。このモデルは次式によって表される。
kの値が高いほど、遅延に伴う価値が低下するので、
この値は衝動性の指標となる。
　ラットやマウスによる遅延価値割引研究の標準的な
実験装置として、左右２基の反応レバーを設置したス
キナーボックスが導入される。麦島他（2011）は、
非選択時も固定化されたレバーを用いて遅延価値割引
実験を行ったことにより、Logue et al., (1984) の公
式を適用することの妥当性が大きく上昇したと考えら
れる。この公式は、以下の通りである。
　log(B1/B2)=SA log(A1/A2)+log k
　log(B1/B2)=SD log(D2/D1)+log k
　これらの式で、SA＜SDのとき、その行動は衝動的
だといえる。また、報酬量および遅延時間への感受性
は、対数スケール平面上の各々の１次関数の傾きとし
て表現され、SA（またはSD）＞０のとき、報酬量（ま
たは遅延時間）に価値を置いていることになる。この
Logue et al.(1974)の公式は、並立スケジュールにお
けるマッチング法則に適用されるBaum(1974)による
式を遅延価値割引におけるトレードオフ２値の関数へ
と応用したものである。この式は、回帰直線で表され
る各々の定数により衝動性の度合いを量的に扱うこと
ができ、さらに左右どちらかへの反応偏好についても
量的に扱えるので、諸要素を複合的に検討できる点が
本質的に重要な点である。
　Rachlin (1974) とAinslie (1975) はそれぞれ別個
に自己制御に関する理論を発展させていった｡ これは
Ainslie-Rachlinモデルとよばれる (Mazur, 2006)｡こ
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表1　Camerer et al. (2005) による経済学の分類
１+kD
AV=
B1: 左レバーへの反応数。　　　　　B2: 右レバーへの反応数。
A1: 左レバー反応による報酬量。　　A2: 右レバー反応による報酬量。
D1: 左レバー反応による遅延時間。　D2: 右レバー反応による遅延時間。
SA: 報酬量に対する感受性。　　　　SD: 遅延時間に対する感受性。
　k: 右レバーへの反応偏好。
標準的経済学はⅠのみの機能のみを対象とする。
神経経済学はⅠ～Ⅳを対象とする。
麦 島  剛
V：強化の価値
A：強化の量
D：遅延時間
k：割引率
のモデルにより、自己制御選択と衝動的選択について
よく説明できる（図２）。T２の時点では、即時に小さ
い報酬を得るよりも後々に大きい報酬を得るほうが価
値が高く、自己制御選択が可能であるが、T1の時点
になると、それが逆転する。つまり、獲得機会が直前
になるほど即時性の重みに比べて報酬量の重みが下が
ってしまい、つい衝動的な選択をとることとなる。学
生が、試験期間に入る前には、期間に入れば連夜に試
験対策をしてから受験するつもりでいても、いざ試験
期間になると、睡魔の誘いを受けてこれを得てしまう
例がこれに相当する。
【3】遅延価値割引における衝動性の神経メカ
　　ニズム
　報酬に対する価値は、眼窩前頭皮質を中心とする腹
内側前頭前野、線条体、側坐核、扁桃体によるネット
ワーク活動により発現することが解明されてきた
（Kringelbach & Rolls, 2004）。なかでも、眼窩前頭
皮質の役割が大きい。
　上述したプロスペクト理論における損失嫌悪とは、
損失する可能性のほうが高いときにはそれを強固に忌
避する行動を示し、利得を上げる可能性のほうが高い
ときには慎重にそれを遂行する傾向のことをいう。腹
内側前頭前野と線条体の活動が、この損失嫌悪に関与
しており、ギャンブル課題における選択行動から求め
られた損失嫌悪の指標と相関をもつことが示されてい
る（Tom et al., 2007）。即時報酬選択では大脳辺縁
系が強く活動し、遅延報酬選択では遅延時間の長さに
従って活動が低下する一方、外側前頭前野や後部頭頂
皮質では遅延報酬での一定の活動を行う（McClure et 
al., 2004；McClure et al., 2007）。
　即時報酬か遅延報酬かの選択過程はDopamine (DA) 
による調整を受けている。遅延報酬過程は、持続性
DA発火により達成される成果を維持するために、線
条体と前頭前野での着実なDAシグナリングを要する。
一方、即時報酬選択過程は、主として、即時的で鋭敏
なDAのバーストにより駆動されている。このバース
トは、際立たない刺激へ注意を向けさせる一過性の
DA発火により達成される (Volkow & Baler, 2015)。
　しかしながら、DA受容体サブタイプに対する薬理
学的研究では、衝動性に対するDAの役割はそれほど
までには明瞭ではない。衝動性に対するamphetamine
の効果は主にselotonin (５-HT) によるとの見解もあ
る (Winstanley et al., 2003).。一方で、D2受容体が
正常な遅延報酬選択を促進することを示唆する研究も
ある。Wade et al. (2000) によれば、D1D2共通の拮
抗薬およびD2に選択性の高い拮抗薬は衝動的選択を誘
発しD1受容体拮抗薬は誘発しなかった。
　ヒトでの脳画像技術による研究により、腹側および
背側線条体での急激なDA増加をもたらす刺激は報酬
として経験され、その刺激を得ようとする欲望を引き
起こすことが明らかになりつつある。一方で、ゆっく
りと着実なDA増加のきっかけとなる刺激は報酬にも
ならず欲望も引き起こさない。対照的に、着実なDA
増加は、持続的な努力を働かせる能力の上昇と動機づ
けられて興味を引く課題や刺激を経験する能力の上昇
と関連している(Volkow&Baler, 2015)。
　即時／遅延報酬選択に関わる脳部位としては、おも
に２系統がある。一つは線条体を中心とした大脳基底
核、扁桃体、前頭前野内側部、眼窩前頭皮質を中心と
する腹内側前頭前野であり、これらの系は報酬そのも
のに関連している。もう一つは前部帯状回と前頭前野
背外側部であり、これらはコンフリクト下での制御を
修飾している（Volkow & Baler, 2015；Wassuma & 
Izquierdo, 2015）。
　Volkow & Baler (2015) は、これまでの神経科学的
および行動経済学的知見を統合して、「遅延価値割引
における即時報酬／遅延報酬回路モデル」を提唱して
いる。このモデルは有用であるので、以下に紹介する。
　図3に示すように、広範囲の回路にわたる演算ユニ
ットは、それらが即時または遅延反応のどちらを促進
するか、または、常時適切にそれらの変換を可能にす
るかによって、３クラスのうちの一つに帰属する。こ
のモデルによれば、報酬の特徴に関する情報が入力さ
れると、側坐核 (NAc) のシナプスでのDAが急速かつ
大幅に上昇する。腹外側前頭前野 (vmPFC)は、報酬
の結果的な価値の生成での関与を通じて報酬の特徴の
計算を促進しているように見える。眼窩前頭皮質 (OFC) 
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図2　Ainslie-Racklineモデルによる遅延割引曲線
　　　(井田, 2005より転載)
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は、特徴の帰属に決定的に関与している。また眼窩前
頭皮質は、代替選択肢と結果についての予期的情報を
提供するという重要な役割を果たしており、これは即
時・遅延報酬間の移行にとって本質的である。
　一方、前帯状皮質 (ACC) は抑制的な学習（inhibitory 
learning）を可能にしている。この働きは、予期と実
際の結果との間のコンフリクトのつまみを維持するこ
とと、背外側前頭前野 (dlPFC)と背側線条体領域（尾
状核）によって修飾された実行の制御／制止回路へと
情報を運搬することにより実現される。意思決定プロ
セスにおけるこの制止手段は、つぎに背外側前頭前野
で持続性DAシグナル持続により促進される。
　前帯状皮質は、回路が代替選択肢の中での選択に関
連する不確実性のレベルを見積もる役割を持つ。この
役割について、個人の生理的状態についてのカギにな
る情報を提供している島皮質も、前帯状皮質とともに
担っている。
　さらに、情動的特徴の情報を提供する扁桃体と, 過
去の経験についての情報を提供する海馬と, 適切な報
酬省略イベントについての情報を提供する外側手綱核
の３つの部位は、すべて、遅延価値割引の率を低める
ことに関与していると考えられる。
　これらの機能が統合された結果、即時報酬選択／遅
延報酬選択のいずれかに決定される（Volkow & 
Baler, 2015）。
　近年、amphetamine, methamphetamine, cocaine等
の薬物やアルコール依存に関する衝動性の検討が盛ん
になってきた。Bickel et al. (2014)は、物質依存患者
の遅延価値割引課題の傾向と生物学的特質との関連に
ついての研究例を挙げている。Monterosso et al. 
(2007) はmethamphetamine依存について検討し、ミ
クロ経済学の無差別曲線（双曲線）から遠い「簡単な」
選択課題と無差別曲線に近い「難しい」選択課題との
間で、methamphetamine依存者は前頭頭頂領域の活
性の違いが非依存者に比べて小さいことを見出した。
前頭頭頂領域でも、非依存者では、難しい選択課題の
ときのほうが簡単な課題のときよりも、左半球背外側
前頭前野と右半球頭頂間溝が大きく活性化されたが、
依存者は、両方の課題のときにこれらの領域の活性度
が上昇した。また、Claus et al. (2011) は、アルコー
ル依存者における即時報酬選択と遅延報酬選択の間で
の神経活性について検討している。アルコール依存者
は遅延選択を行ったときに前帯状皮質を含む前頭頭頂
領域での大きい活性を示し、このことはコンフリクト
下の解決能力の不全を示し、これにより衝動的決定を
行う傾向が生じる。さらに他の研究からも同様の結果
が得られている（Amlung et al., 2013;  Boettiger et 
al., 2007）。
【4】神経経済学および行動経済学の応用と展望
　神経経済学および行動経済学は、1）ヒトおよび動
物の行動の基盤になる価値が必ずしも金銭的・経済的
価値だけで規定されるものではないこと、2）長期的
な利益よりも即時の快適さを求める行動は衝動性とし
て理解され、側坐核・腹内側前頭前野などがこれに関
与することを示してきた。これらは学術の基礎理論と
して重要な意味を持つが、さらには、心理臨床・学校
教育から経済政策・労働政策・社会考察に至るまでの
広範囲な応用と敷衍が期待できる。
◇心理臨床への応用（注意欠陥多動性障害・衝動性へ
　の応用）
　現在、発達障害に関して、神経経済学・行動経済学
に基づく検討と理論構築が急速に進展しつつある。例
えば、発達障害の中核をなす注意欠陥多動性障害
（ADHD）をもつ子どもや成人は、報酬量への感受性
よりも報酬遅延への感受性が高く、その結果、即時報
酬を選択する反応を生じやすい（Wilson et al., 2011）。
また、ADHDモデル動物を用いた行動経済学的、神経
経済学的研究が開始され、ADHDの衝動性に対して
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図3　神経回路での演算結果としての遅延価値
割引のモデル（Volkow & Baler, 2015 に基づく）
MPFC: 内側前頭前野　DLPFC: 背外側前頭前野　ACC前帯状皮質
OFC: 眼窩前頭皮質　VMPFC: 腹外側前頭前野　caudate: 尾状核
NAc: 側坐核　SSC: 体性感覚野　insula: 島皮質　amygdala: 扁桃体
hippocampus: 海馬　Lat. Habenula: 外側手綱核
即時反応に関与する領域：黒地
遅延反応に関与する領域：白地
即時反応と遅延反応の切り替えを行う領域：グレー地
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catecholamine神経系が関与することが示されている
（麦島 2006; 麦島2013）。また、ADHD児（者）に対
する応用行動分析の有用性が指摘されている（川西・
米山, 2015）。ADHDをはじめとする発達障害には、
オペラント学習理論に基づく応用行動分析が有用であ
り、かつ、これらの障害には基盤として特有の神経メ
カニズムが存在している。さらにADHDの症状である
衝動性・多動性・不注意は、中枢刺激薬および選択的
noradrenelineトランスポーター阻害薬によって緩和
する（曽良・福島, 2006）。これらのことは、神経経済学・
行動経済学がADHDへの心理臨床的アプローチの理論
化・統合化に有用であることを示すと思われる。
Volkow & Baler (2015) の遅延価値割引の神経回路
モデルは、提案者自身、ADHD等の衝動性の理解と援
助に向けたモデルとして構築している。また、最近は
発達障害のみならず、薬物・アルコール・ギャンブル
等の依存症への対応としても、神経経済学・行動経済
学的検討が開始されている（蒲生, 2015）。
　当研究室における一連のADHDモデルマウスのEL
マウスでの遅延割引課題によって、モデルマウス（EL
マウス）はもちろん、対照マウス（DDYマウス）もまた、
基本的に
　報酬遅延の感受性（SD）＞報酬量の感受性（SA）
であることが分かってきた（Kubo et al., 2014; 久保
他, 2015）。一方で、両系統のSDの値にはつぎのよ
うな違いが見られることも分かってきた。
　DDYマウスのSD＜ELマウスのSD
つまり、両系統の違いは、衝動的選択の発現の強固さ
にある。ヒトを含む動物は、本来、環境との関わりに
おいて、いま当座を生き抜くことが将来の存続を保証
する。その点で、SD＞SAに基づく行動を発現させ、
そのための神経メカニズムを備えることは生態学的に
合理的である。一方で、人間は、遅延大報酬を得るた
めの戦略を組む能力に優れていたので、農耕や牧畜を
発明し、財の貯蓄を発明し、文明を築いたとも考えら
れる。産業革命以降のモノとサービスの氾濫はその延
長線上での成果であるのと同時に、いま当座を生きる
ための反応を誘発する刺激になっている可能性はあ
る。冒頭で取り上げたRobertsの論は傾聴に値する。
◇エネルギー政策・環境政策への視座（原子力発電に
　よる放射性廃棄物に関して）
　さらに、価値割引理論による神経経済学・行動経済
学の考え方や知見は、エネルギー政策と環境政策に対
して一つの視座を与えると考えられる。具体例の一つ
に、原子力発電によって生じる放射性廃棄物処理の問
題があろう。我が国の原子力発電所の最大操業期間で
ある40年は、主要な政策として十分に長期であり、
大きなコストをかけて原発を建設して安定的に電力供
給することは遅延大報酬選択のように見える。一方、
旧核燃料サイクル開発機構と電気事業者は、長半減期
低発熱性廃棄物の処分に特有な現象に関する技術開発
課題等に取り組んだと成果として「第２次TRUレポ
ート」をまとめ、その中で、ヨウ素129の放出抑制期
間を10万年以上にする可能性と、炭素14の閉じ込め
期間を６万年にする可能性を得た（原子力委員会, 
2006）。高レベル放射性物質をガラス固化した上で地
層処理を保持する期間を仮に10万年とすると、原発
操業期間の40年と比較して、後者が圧倒的な即時小
報酬であるとも言える。10万年という時間は、人間
の時間感覚から外れているので、人間にとって適度な
長期である40年との合理的比較ができず、それとは
認識せずに即時小報酬を選択している可能性があろ
う。ちなみに、ホモサピエンスがアフリカで誕生した
のが20万年前、本格的な出アフリカの開始が５万年
前、農耕の開始が1.2万年前である（海部, 2005）（図
4）。行動経済学・神経経済学は、超長期的利得とそれ
よりは短い中長期的利得との間で合理的に比較検討す
る視座をもつ。この視座は、二酸化炭素やメタン等の
温室効果ガスの問題等、環境政策全般に役立つと考え
られる。
◇組織経営・労働政策への視座
　また、行動経済学が示した、ヒトおよび動物の生産
消費行動の基盤になる価値が必ずしも金銭的・経済的
価値だけで規定されるものではないことは、例えば労
働政策の策定や企業等の組織のマネージメントに応用
される価値がある。Ariely et al., (2008)は、レゴ（ブ
ロック玩具）で飛行機の形を作成して報酬を得る作業
について、わずかな違いによる意味づけによって、作
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業量が大きく異なることを見出した。実験協力者が作
成したレゴを、実験者が即時にばらばらに戻すのだが、
その理由として、「他の協力者が作成するため」と伝
えられた群は、「あなたが今から作成するため」と伝
えられた群に比べて、作り続ける飛行機の数が有意に
多かった。これは、標準的経済学が示してきた「効用
の最大化のための行動」ではなく、仕事における意味
づけがないと、仕事の成果が低下することを示唆して
いる。
　Ouchi (1981)は、McGregorのX, Y理論を敷衍し
たZ理論において、戦後一貫して成長する日本型企業
経営（Jタイプ）の特徴は、ボトムアップ型合意制、
集団責任制、安定雇用制であるとした。一方、廣田 
(2013)に よ れ ば、Peters & Waterman (1983) は，
米国企業の活力の喪失の原因の１つは，「合理主義」
的な考え方の行き過ぎによるものではないかと考え
た。当時の経営では，経営につきものの人的側面を排
除するところから「合理的」という言葉が成り立つと
理解されるまでになっていた。Peters & Waterman 
(1983）が注目したエクセレント・ カンパニーの場合
は，必ずしも「合理主義」にこだわらず，価値観を重
視し，人を通じて生産性向上を図るという対応が見ら
れた（廣田, 2013）。行動経済学の観点では、合理主
義の行き過ぎは、労働の意味づけを阻害する要因を増
大させ、その結果、必ずしも新古典派経済学のような
「効用最大化」のみで経済行為を行わない労働者のパ
フォーマンス低下を招くだろうと予想できる。一方、
上記のJタイプやエクセレント・カンパニーは、仕事
における意味づけ（Ariely 2010）を提供できている
と言える。しかしながらその後、日本企業はバブル経
済崩壊後の停滞から立ち直れず、グローバル経済の波
に押され、2000年前後から急速に、成果主義的賃金
体制・短期雇用制・上意下達制へと切り替えた（高橋
, 2004）。一例として、国内のある大学も典型であり、
2006年に、業績評価に基づく年俸による給与体系※
と、５年の任期雇用制に切り替わった。さらに、役職
選挙の廃止・形式化などにより、ボトムアップ型合議
制から上意下達制へと切り替わった。これらは多くの
場合、大学自治の観点から議論されるが、それ以前に、
上述のような企業経営論の範疇の議論だとも言える。
この一例にとどまらず、成果主義賃金・上意下達制等
の利点も当然存在するわけなので、今後おそらく必要
なのは、合理的な比較検討を行うための視座であろう。
行動経済学・神経経済学がもつ、仕事の意味づけ等の
価値と金銭的価値とを合理的に比較検討する視座は、
組織経営や労働政策にとって有用だと思われる。
　以上のように、心理臨床・エネルギー政策・労働政策・
企業経営等に対し、行動経済学の視点は労働政策と企
業経営にとって重要な視座を与え、神経経済学の知見
はこの視座を補強できるであろう。とくに衝動性に関
する心理臨床を中心とした分野には、神経経済学が主
要な示唆を与えていくこととなろう。
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